
性
能
評
価
型
浄
化
槽
が

誕
生
し
た
背
景

技
術
革
新
と

国
内
の
住
宅
環
境
が

普
及
を
後
押
し

浄
化
槽
は
、
国
土
交
通
大
臣
が
定
め
た
構
造
方
法
で
つ
く
ら
れ
る
構
造
基

準
型
浄
化
槽
と
、
メ
ー
カ
ー
独
自
の
基
準
で
つ
く
ら
れ
る
性
能
評
価
型
浄
化

槽
の
2
種
類
に
分
類
さ
れ
る
。
現
在
新
設
さ
れ
て
い
る
浄
化
槽
の
99
％
を
占

め
る
と
言
わ
れ
る
性
能
評
価
型
浄
化
槽
の
特
性
を
探
る
。

国
土
交
通
大
臣
が
定
め
た
構

造
方
法
に
基
づ
き
つ
く
ら
れ
る
、

構
造
基
準
型
浄
化
槽
。
そ
の
処

浄
化
槽
の
主
流
で
あ
る

性
能
評
価
型
浄
化
槽
と
は

理
性
能
や
構
造
に
つ
い
て
は
、

1
9
6
9
年
に
建
設
省
の
告
示

に
お
い
て
初
め
て
制
定
さ
れ
た
。

そ
の
後
、
複
数
回
の
改
正
を
経

て
、
2
0
0
0
年
に
「
建
設
大

臣
が
定
め
る
構
造
方
法
」
と
し

フジクリーン浄化槽における処理性能と大きさの変遷

構造基準型浄化槽と性能評価型浄化槽を比較

コラム

性能評価型
浄化槽

構造基準型
浄化槽

BOD適合率の比較（小型浄化槽全体）

大きさの比較（5人槽）

72.2%
（n=17,408）　

68.4%
（n=9,315）　

機種名
幅 (mm)

奥行 (mm)

高さ (mm)

設置面積（㎡）
槽容量（㎥）

構造基準型
LP 型※

2,340
1,260
1,770
2.95
2.840

性能評価型
CA 型
1,700
970
1,520
1.65
1.513

縮減率

27%
23%
14%
44%
47%

※ LP 型は販売終了。

て
改
正
さ
れ
た
も
の
が
、
現
在

の
基
準
と
な
っ
て
い
る
。

一
方
、
各
浄
化
槽
メ
ー
カ
ー

に
よ
る
研
究
開
発
が
進
む
に
つ

れ
、
高
度
な
処
理
性
能
と
同
時

に
コ
ン
パ
ク
ト
サ
イ
ズ
を
実
現

す
る
浄
化
槽
の
製
造
が
可
能
に
。

そ
れ
に
よ
り
、
誕
生
し
た
の
が

性
能
評
価
型
浄
化
槽
だ
。
メ
ー

カ
ー
独
自
の
基
準
で
つ
く
ら
れ

て
い
る
た
め
、
製
品
と
し
て
発

売
す
る
た
め
に
は
、
国
土
交
通

大
臣
が
指
定
す
る
第
三
者
機
関

の
性
能
評
価
試
験
に
合
格
す
る

必
要
が
あ
る
。

浄
化
槽
メ
ー
カ
ー
の
最
新
技
術

を
集
約
し
た
性
能
評
価
型
浄
化
槽

は
、
そ
の
コ
ン
パ
ク
ト
サ
イ
ズ
が

国
内
の
住
宅
環
境
に
適
し
て
い
る

と
、
急
速
に
普
及
。
平
成
28
年
度

に
は
、
50
人
槽
以
下
の
新
設
基
数

に
占
め
る
割
合
が
99
％
（
※
環
境

省 

浄
化
槽
推
進
室
調
べ
）
と
報

告
さ
れ
て
い
る
。

で
は
、
浄
化
槽
の
性
能
評
価
試

験
と
は
、
ど
の
よ
う
な
内
容
な
の

か
。
次
頁
で
詳
し
く
紹
介
す
る
。

　国土交通大臣が定める構造方法に基づいた構造基準型浄化槽と、
メーカー独自の規格に基づく性能評価型浄化槽。2つの浄化槽を寸法、
処理性能等で比較。

出典元：平成 24 年度 環境研究総合推進費補助金 研究事業 総合研究報告書
　　　　「持続可能な社会を支えるインフラとしての浄化槽の環境影響評価手法の開発」

BOD90

（㎥）

（mg/ℓ）

0

1

2

3

4

BOD20 BOD20
T-N20

単独浄化槽

LP型

CS 型 CE 型

CA型

K型

構造基準型 性能評価型

有
効
容
量
（
コ
ン
パ
ク
ト
性
）

処理水質（性能）

（1） 水 泥 新 聞 2018 年（平成 30年）6月 5日 火曜日　発行
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3
方
式
の
試
験
で

性
能
を
評
価

▲性能評価試験用の試作浄化槽

性
能
評
価
試
験
を
開
始
す
る
前

の
段
階
で
は
、
基
礎
研
究
か
ら
実

大
ス
ケ
ー
ル
ま
で
数
々
の
実
験
と

改
良
を
繰
り
返
し
、
浄
化
槽
の
仕

様
を
固
め
て
い
き
ま
す
。

途
中
、
な
か
な
か
思
う
よ
う

な
結
果
が
得
ら
れ
ず
、
悩
む
こ

と
も
多
々
あ
り
ま
し
た
。
そ
の

よ
う
に
検
討
に
検
討
を
重
ね
、

自
信
を
持
っ
て
性
能
評
価
試
験

に
持
ち
込
む
の
で
す
が
、
試
験

が
始
ま
る
と
た
だ
経
過
を
見
守

る
こ
と
し
か
で
き
ず
、
終
了
す

る
ま
で
は
落
ち
着
か
な
い
日
々

開
発
者
の

　

性
能
評
価
型
浄
化
槽
の
発
売
に

は
、
国
土
交
通
大
臣
が
指
定
し
た

第
三
者
機
関
の
性
能
評
価
試
験
に

合
格
す
る
必
要
が
あ
る
。
試
験
は

3
方
式
あ
る
が
、
い
ず
れ
も
水
量

変
動
や
低
水
温
を
想
定
し
た
厳
格

な
内
容
で
実
施
。
合
格
後
、
設
置

届
に
記
載
が
必
要
な
認
定
番
号
が

発
行
さ
れ
る
。
試
験
は
、
浄
化
槽

の
処
理
水
質
と
維
持
管
理
性
を
評

価
し
て
お
り
、
処
理
水
質
に
お
い

て
は
、
測
定
回
数
の
75
％
以
上
が

申
込
値
を
満
た
さ
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。

❶
恒
温
短
期
評
価
試
験

原
水
濃
度
、
水
温
、
水
量
の
調
整

を
行
い
、
13
℃
、
20
℃
、
0
.
5

〜
ｋ
Ｑ
（
※
）
で
試
験
槽
に
流
入

さ
せ
、
処
理
性
能
を
確
認
す
る
。

❷
現
場
評
価
試
験
（
1
）

原
水
濃
度
、
水
量
の
調
整
を
行

い
、
0.
5
〜
ｋ
Ｑ
で
試
験
槽

に
流
入
さ
せ
、
処
理
性
能
を
確

認
す
る
。

❸
現
場
評
価
試
験
（
2
）

低
負
荷
、
中
負
荷
、
高
負
荷
の
現

場
に
各
1
基
以
上
の
浄
化
槽
を
設

置
し
、
処
理
性
能
を
確
認
す
る
。

※
ｋ
＝
過
負
荷
係
数　

Ｑ
＝
計
画
水
量

　浄化槽は確かな設計から施工、定期的な維持管理、正しい使用方法の
4点が満たされて、はじめてその性能を発揮する。そのため保証につい
ては、社団法人浄化槽システム協会発行の「浄化槽・部品規格」において、
「“機能”を保証し、“性能”を保証するものではない」と記されている。
　浄化槽を正しく機能させるためには、メーカー、施工業者、維持管理
業者、使用者が一丸となって協力することが重要となる。

浄化槽の機能を支える4つの要素

里川ホタル

が
続
き
ま
す
。

途
中
経
過
の
報
告
に
一
喜
一
憂

し
た
り
、
結
果
と
実
験
デ
ー
タ
を

比
較
し
た
り
す
る
中
、
性
能
評
価

試
験
合
格
の
連
絡
を
受
け
た
時
に

は
、
そ
れ
ま
で
の
苦
労
が
嘘
の
よ

う
に
吹
き
と
び
、
ホ
ッ
と
し
た
の

を
覚
え
て
い
ま
す
。

発 行 機 関 発 行 書 類  
一般財団法人日本建築センター 試験成績書

一般財団法人日本建築センター 性能評価書

国土交通省 大臣認定書

一般財団法人日本建築センター 型式適合認定書

国土交通省地方整備局など 型式認定書

全国浄化槽推進市町村協議会 登録証

 ■性能評価型浄化槽に発行される認定書類等の一覧

【 設　計 】

● 流入水質に適した
　 浄化槽が選定
　 されているか 等

【 施　工 】

● 浄化槽は水平に
　 設置されているか
● 配管は正しく
　 接続されているか 等　

【 維持管理 】

● 定期的な保守点検が
　 されているか
● 定期的な清掃が
　 実施されているか 等

【 使用方法 】

● 取扱説明書から外れた
　 使用がされていないか
● し尿・生活排水以外の
　 特殊排水が流入されて
　 いないか 等

（2） 水 泥 新 聞 2018 年（平成 30年）6月 5日 火曜日　発行

性
能
評
価
試
験
に

合
格
す
る
ま
で

性
能
評
価
型
浄
化
槽
が

▲第二開発部
　課長代理  牛田高裕

水泥新聞 第41号（2018年5月5日発行）において誤りがありました。

水泥新聞をご愛読いただいている皆様、並びに関係者の皆様にご迷惑を
おかけしましたことを深くお詫びし、ここに訂正させていただきます。

【誤】環境省廃棄物 ・リサイクル対策部
【正】環境省廃棄物 ・リサイクル対策部
　　 （現 環境省環境再生・資源循環局）


